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名古屋国際会議場整備運営事業 指定管理協定書（案） 

名古屋市（以下「甲」という。）と●●（以下「乙」という。）とは、名古屋国際会議場

条例施行細則（平成 2 年名古屋市規則第 1 号。以下「規則」という。）第 17 条の規定に基

づき、名古屋国際会議場（以下「会議場」という。）の維持管理運営に関する業務（後段で

定義する本事業契約に基づくその後の変更を含み、以下「本件業務」という。）に関して、

次のとおり指定管理協定書（以下「本協定」という。）を締結する。なお、本協定で用いら

れる用語は、文脈上別義であることが明白である場合を除き、甲と乙の間において令和●年

●月●日付で締結された「名古屋国際会議場整備運営事業 事業契約書」（なお、令和●年

●月●日付名古屋市議会の議決により同日付で本契約となったものをいい、その後の変更、

追加等を含め、以下「本事業契約」という。）で定義されたものと同一の意味を有する。

第１条 （目的）

本協定は、甲と乙が相互に協力し、会議場を適正かつ円滑に本件業務を行うために必要な

基本事項を定めることを目的とする。

第２条 （公共性の趣旨の尊重）

乙は、会議場の設置目的、指定管理者の指定の意義及び本件業務の実施にあたって求めら

れる公共性を十分に理解し、その趣旨を尊重するものとする。

第３条 （指定期間）

会議場指定管理者の指定期間は、令和 6 年 4 月 1 日から令和 28 年 3 月 31 日までとす

る。

 本件業務にかかる会計年度は、毎年 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までとする。

第４条 （遵守義務）

乙は、本協定、本事業契約及び本事業関連書類に従い、法令等を遵守し、善良なる管理者

の注意義務をもって本件業務を遂行しなければならない。

第５条 （信義誠実の原則）

甲と乙は、互いに協力し、信義を重んじ、対等な関係に立って本協定を誠実に履行するも

のとする。

第６条 （権利譲渡の禁止）

乙は、本協定によって生じる権利及び義務を、甲の承認を得ることなく第三者に譲渡し、

若しくは継承させ、又はその権利を担保に供することができない。

第７条 （施設の保全）
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乙は、会議場の施設・設備・備品等を良好な状態で維持し、併せて長期的視野に立ち、善

良な管理者の注意をもってその保全に努めなければならない。

第８条 （指定管理者の表示）

乙は、本協定第 3 条第 1 項に定める指定期間中は、会議場の指定管理者であることを常

に表示しなければならない。

第９条 （指定管理者の業務の範囲）

乙の業務の範囲は、次の各号に掲げる業務とする。

(1)本事業契約及び本事業関連書類に定める本件業務

(2)前号に掲げるもののほか、市が必要と認める管理業務

第１０条 （第三者への委託）

本件業務の第三者への委託は、本事業契約第 57 条第 3 項ないし第 4 項において定めると

おりとする。

第１１条 （甲への納付金等）

甲への納付金等については、本事業契約第 63 条に定めるとおりとする。

第１２条 （利用料金等）

利用料金等は、本事業契約第 64 条に定めるとおりとする。

第１３条 （修繕費等の分担）

修繕費等の分担は、本事業契約第 65 条に定めるとおりとする。

第１４条 （精算対象経費）

精算対象経費は、本事業契約第 65 条第 3 項に定めるとおりとする。

 乙は、修繕又は備品にかかる執行状況等を明らかにした修繕費報告書（本事業契約別紙

13 第 2 号様式）又は備品購入費及び備品修繕費等報告書（本事業契約別紙 13 第 3 号様

式）を、当該執行前及び毎会計年度後すみやかに甲に提出しなければならない。

 乙は、精算対象経費の執行予定金額等を本事業契約第 11 条に規定する業務計画書にお

いて報告するものとする。

 甲は、精算対象経費について、乙からの請求に基づき、概算払により支払うものとす

る。

 乙は、精算対象経費について、毎会計年度終了後すみやかに執行状況を明らかにした精

算対象経費報告書（本事業契約別紙 13 第 4 号様式）を甲に提出し、その承認を受けなけ

ればならない。

 乙は、前項の承認を受けた場合において残金がある場合には、甲の指示に従い、すみや

かにこれを返納しなければならない。
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第１５条 （実施体制）

実施体制は、本事業契約第 58 条に定めるとおりとする。

第１６条 （情報の保護及び管理）

情報の保護及び管理は、本事業契約第 101 条に定めるとおりとする。また、乙は、業務

を行うに当たり、別添 1「情報取扱注意項目」を遵守しなければならない。

第１７条 （情報の公開）

情報の公開は、本事業契約第 102 条に定めるとおりとする。

第１８条 （管理用カメラの管理、運用）

乙は、会議場に設置された事故の防止、犯罪の防止、入退室者の監視等を目的として、特

定の場所に継続的に設置され、かつ特定の個人を識別できる画像を撮影し記録する機能を有

するもの（以下「管理用カメラ」という。）の設置及び運用については、甲が定めた「名古

屋市が設置する施設管理等の用に供するカメラに係る個人情報の保護に関する指針」（平成

19 年 9 月 10 日施行）の趣旨に従い実施するものとする。

 乙は、管理用カメラの管理責任者の選任及び変更については、その都度甲に報告するも

のとする。

第１９条 （甲と乙の責任分担）

適正な管理確保のため危険を分担する範囲は、事業契約書及び本事業関連書類のとおりと

する。

第２０条 （損害賠償）

乙が本件業務を履行する過程で、又は履行した結果、第三者に損害が発生したときは、本

事業契約第 9 条に定めるとおりとする。

 乙が本件業務を履行する過程で、又は履行した結果、市に損害が発生したときは、本事

業契約第 66 条第 1 項及び第 67 条第 3 項に定めるとおりとする。

第２１条 （不可抗力発生時の対応）

不可抗力発生時の対応は、本事業契約第 93 条、第 94 条、別紙 9 その他本事業契約の規

定に定めるとおりとする。

第２２条 （指定の取消し）

甲は、次のいずれかに該当する場合には、指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定め

て管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。

(1) 乙が、条例、規則、本協定及び関係法令に違反したとき。
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(2) 乙が、正当な理由なく業務を履行しないとき、又は指定期間中に履行する見込みが

ないと甲が判断したとき。

(3) 乙が、業務の履行にあたり、甲の指示に従わず、又は甲の職務の執行を妨げたと

き。

(4) 「名古屋市が行う契約等からの暴力団関係事業者の排除に関する合意書」（平成 20
年 1 月 28 日付名古屋市長等・愛知県警察本部長締結）に基づく排除要請があったと

き。

(5) 指定管理者の経営状況の悪化等により管理業務を継続することが不可能又は著しく

困難と判断されるとき。

(6) 当該施設を公の施設として廃止するとき。

(7) 本事業契約が解除されたとき又は終了したとき。

(8) その他乙が管理を継続することが適当でないと甲が認めるとき。

 甲は、前項の規定により指定の取消し又は業務停止命令を行う場合は、乙に対してあら

かじめ書面によりその理由を示すとともに、聴聞を行わなければならない。

 甲又は乙は、不可抗力の発生により、本件業務の継続が困難だと判断した場合は、相手

方に対して、指定の取消しの協議を求めることができる。

 前項の協議の結果、甲がやむを得ないと判断した場合には、甲は指定の取消しを行うも

のとする。

 甲は、第 1 項各号の規定により指定の取消し又は業務停止命令を行った場合は､乙は､

当該年度の納付金に相当する額を違約金として甲に納付しなければならない。

 第 1 項各号の規定により指定の取消し又は業務停止命令を行った場合において、乙に

損害、損失又は増加費用等が生じたとしても甲はこれを負担しないものとする。また、第

4 項の規定により指定の取消しを行った場合も同様とする。

 甲は、本条第 1 項各号又は第 4 項により、乙の指定を取り消したときは、本協定を解

除するものとする。

第２３条 （備品の貸付及び管理）

甲は、乙に業務の遂行に必要な現行の備品を無償で貸付け、その使用を認めるものとす

る。

 乙は、甲から前項の備品の引渡しを受けたときは、すみやかに甲に備品預かり証（本事

業契約第 6 号様式）を提出しなければならない。

 乙は、第 1 項の備品を別添 2「貸付備品の管理に関する事務取扱要領」に準じて管理す

るものとする。

 乙は、自らの負担により、不要となった備品の破棄を行うものとする。

 乙は、指定管理期間が終了したときは、速やかに甲に返還書を提出するとともに第 1
項の備品を返還しなければならない。

第２４条 （取得した備品の帰属）
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乙は、備品の補充及び更新のうち甲の責によるものおよび甲の指示によるものについて

は、精算対象経費により購入するものとする。

 乙は、備品の大規模更新を行う場合には事前に甲に報告し、甲の承諾を受けなければな

らない。

 乙は、第 1 項の備品を別添 2「貸付備品の管理に関する事務取扱要領」に準じて管理す

るものとする。

 第 1 項により取得した備品について、乙は当該備品を取得した年度末に報告しなけれ

ばならない。なお、当該備品の所有権は、甲に帰属するものとする。

第２５条 （金券類の管理）

甲は指定管理期間開始時に、駐車場 1 回券（規則第 3 号様式）及び駐車場回数券（同第 4
号様式）（以下「駐車券」という。）を乙に交付する。また、乙は、駐車券に不足が生じた

場合、これを新たに調製し補充するものとする。

 乙は、駐車券を金券類出納簿（本事業契約別紙 13 第 7 号様式）により管理するものと

する。

 乙は、指定期間が終了したときは、残存する駐車券を速やかに甲に返還しなければなら

ない。

第２６条 （緊急時等における対応）

乙は、指定管理期間中、本件業務の実施に関連して自己又は暴風、豪雨、洪水、高潮、地

震、地滑り、落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然的又は人為的な事象の緊急事態が発生し

た場合、自らの負担により、本事業関連書類【別添 3「緊急時等の対応指針」】及び甲の指

示等に基づき、必要な措置を講じなければならない。

第２７条 （利用の基準）

乙は、会議場の業務を適正に執行するため、条例、規則及び仕様書等を参考とし、会議場

施設の利用に関する基準を定めるものとする。

 乙は、前項に定める基準を制定し、又は改正しようとするときは、あらかじめ甲と協議

し、その承認を得るものとする。

第２８条 （事故報告）

乙は、会議場の施設を損傷し、若しくは滅失し、又は会議場において事故があったとき

は、事故状況報告書（本事業契約別紙 13 第 8 号様式）により、すみやかに甲に報告しなけ

ればならない。なお、事故等が発生した場合、乙は甲と協力して事故等の原因調査に当たる

ものとする。

第２９条 （苦情の処理）
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乙は、会議場の利用者、周辺住民等から苦情等があった場合は、適切ですみやかな対応を

行うとともに、乙はその対応状況について、必要に応じ、苦情対応等状況報告書（本事業契

約別紙 13 第 9 号様式）により、すみやかに甲に報告しなければならない。

２ 乙は、乙の責めに帰すべき事由による維持管理における利用者からの苦情及び利用者対

応等が必要となったときは、自らの責任及び費用負担において実施するものとする。 

第３０条 （利用者満足度等の把握）

利用者満足度等の把握は、本事業契約第 69 条に定めるとおりとする。

第３１条 （提出資料等）

提出資料等は、本事業契約第 11 条及び第 12 条に定めるとおりとする。

第３２条 （調査、是正勧告）

調査、是正勧告は、本事業契約第 62 条、第 77 条及び要求水準書別紙 3 に定めるとおり

とする。

第３３条 （甲による評価の実施、公表）

甲による評価の実施、公表は、本事業契約第 77 条及び要求水準書別紙 3 に定めるとおり

とする。

第３４条 （暴力団及びその関係者からの妨害等への対応）

乙は、業務の履行にあたって、暴力団又はその関係者から妨害（不法な行為等で、業務履

行の障害となるものをいう。）又は不当な要求（金銭の給付等一定の行為を請求する権利若

しくは正当な利益がないにもかかわらずこれを要求し、又はその要求の方法、態様若しくは

程度が社会的に正当なものと認められないものをいう。）を受けた場合は、遅滞なく甲に報

告するものとする。

第３５条 （暴力団の施設利用における措置）

会議場における暴力団の利益活動を排除する措置の事務手続きについては、「名古屋市暴

力団排除条例」（平成 24 年 4 月 1 日施行）に基づく別添 4「名古屋市暴力団排除条例に係

る事務処理マニュアル（指定管理者用）」によるものとし、暴力団の利益になると認められ

るとの疑義がある場合は、乙は甲を通じ、利益になる利用であるかどうかを愛知県警察本部

長に対し照会するものとする。

 前項の照会の結果、暴力団の利益になる利用であるとの回答又は通報があった場合に

は、原則として乙において、利用の不許可処分を行うものとする。

第３６条 （原状回復義務）

原状回復義務は、本事業契約第 68 条に定めるとおりとする。
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第３７条 （市監査委員等による監査）

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）の規定に基づき、公の施設の業務に係る出納その

他の事務の執行について、市監査委員、包括外部監査人又は個別外部監査人による監査の実

施が決定された場合には、乙は当該監査に誠実に対応し、また、監査結果に指摘事項等があ

った場合には、乙はすみやかに改善等の措置をとるものとする。

第３８条 （連絡調整）

甲及び乙は、会議場の管理運営について、必要に応じ情報交換のための連絡調整会議を行

うものとする。

第３９条 （業務の引継ぎ）

業務の引継ぎは、本事業契約書第 70 条に定めるとおりとする。

第４０条 （ホームページ及びメールアドレスのドメイン名の引継ぎ）

乙は、指定管理期間が終了したときは、原則会議場のホームページ及びメールアドレスの

ドメイン名を次期指定管理者に引継ぐものとする。

第４１条 （協定書の変更）

業務の前提条件が変更した場合又は特別な事情が生じた場合は、甲乙協議の上、書面によ

り本協定の内容を変更することができる。

第４２条 （解釈）

解釈は、本事業契約第 14 条に定めるとおりとする。

第４３条 （重要事項に係る事前協議）

乙は、次に掲げる事項については、事前に甲と協議しなければならない。

(1) 年度計画書の策定に関すること。

(2) 業務継続が困難になるおそれが生じた場合に、会議場の管理運営全般に関するこ

と。

(3) 管理運営に関する規程等の新たな制定又は改定に関すること。

(4) 各種申請様式、パンフレット等乙が作成する印刷物及びホームページに関するこ

と。

(5) その他乙が必要と認める事項

第４４条 （管轄裁判所）

本協定に関する紛争については、名古屋地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とす

る。

第４５条 （協議）
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本協定に定めのない事項又は疑義が生じたときは、甲乙協議の上決定する。
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本協定の成立を証するため、本書 2通を作成し、甲乙双方記名押印の上、各 1通を保管する。 

令和●年 4月 1日 

  甲  名古屋市代表者 

     名古屋市長 河村 たかし 

  乙  ●● 

     代表企業 株式会社●● 

代表取締役社長  ●● 
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別添資料 

別添１「情報取扱注意項目」 

別添２「貸付備品の管理に関する事務取扱要領」 

別添３「緊急時等の対応指針」 

別添 4「名古屋市暴力団排除条例に係る事務処理マニュアル（指定管理者用）」 


